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市街地再開発事業（福井駅西口中央地区） 元気な県土 ○ H18 6 1 ○ 0 0 0 0 ○ ○ 0

都市計画諸費(市街地再開発協会) ○ S46 41 1 ○ 80 0 0 80 ○ ○ 0

屋外広告物審議会運営経費 ○ S28 59 1 ○ 461 0 0 461 ○ ○ ○ 0

都市計画基礎調査 ○ S44 43 1 ○ 3,150 0 0 3,150 ○ ○ ○ ○ 0

ふるさと福井景観広告賞 ○ H22 2 1 ○ 350 0 0 350 ○ ○ ○ 0

被災宅地危険度判定士養成事業 ○ ○ H10 14 2 ○ 77 0 0 77 ○ ○ ○ 0

福井駅周辺整備広報活動費 元気な県土 ○ S60 27 1 ○ 900 0 0 900 ○ ○ ○ ○ ○ △ 140

公共団体区画整理事業 元気な県土 ○ S48 39 1 ○ 24,833 0 0 24,833 ○ ○ ○ ○ 0

都市計画諸費（団体負担金） ○ S22 65 2 ○ 327 0 0 327 ○ ○ 0

公園諸費（（社）日本公園緑地協会負担金） ○ S42 45 1 ○ 110 0 0 110 ○ ○ ○ ○ 0

10 4 2 5 12 10 0 30,288 0 0 30,288 5 2 0 1 1 0 0 1 2 5 0 2 0 3 0 0 0 9 0 1 0 0 0 0 0 △ 140

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新々元気宣言
における位置付け

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類 成果指標2結果分類

平成２３年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）都市計画課

会計区分

課・室名

一般会計

 財源内訳

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分

平成
２３年度
予算額

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室)　　　　　　福井駅周辺整備 Ｇ

1 □ □ H18 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 27 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

17,550 39,950 0 0

17,550 0 0 0

400 530 16,620 0

0.06 0.08 0.98 0.98

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［事業内容］

指標

[事業目的]

福井駅周辺土地区画整理事業（市施行）と連携することにより、福井駅西口駅前広場との一体的な整備を図り、県都の玄関口にふさわしいシンボル空間の創出や中心市街地における「にぎわい交流拠点」
の形成を図る。

再開発（準備）組合等が施行する市街地再開発事業に対し、国・県・市が連携して助成を行うことにより、事業の円滑な推進を図る。
○ 補助対象
　 福井駅西口中央地区市街地再開発事業（事業区域：約０．７ha、敷地面積：約５，６００㎡、延べ面積：約３２，０００㎡、総事業費：約８１億円、事業期間：Ｈ１８年度～Ｈ２７年度）
○ 基本負担割合
　 国1/3、県1/6、市1/6、組合1/3

[予算額および指標の推移等]

２３年度

0

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な県土

県土に活気の高速交通時代

国　庫市街地再開発事業（福井駅西口中央地区）

〕　　　＝　　　〔

累計「事業費ベース」（％） Ⅰ

県　単

□整理統合 □

拡　　充

継　　続

そ の 他

補 助 金

そ の 他

千　円

完　　了

特　記　事　項

廃　　止

□

終期の見直し

 〕　／　整備目標

見　直　し　額

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

□
評価に基

づく今後

の 対 応

□ □

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■ 休　　止

□

準備組合および福井市が、福井国体までの事業完了を目指し、精力的に事業進捗を図っている。

現在補助対象となっている福井駅西口中央地区市街地再開発事業については、県都の玄関口にふさ
わしいシンボル空間の創出や賑わい交流拠点の形成を図るため、県と市が一体となって整備を推進
していく必要がある。

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

一般会計

事　業
開　始
年　度

会計区分 特別会計
企業会計

その他

土木 都市計画部（庁）

実行予算

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

結果分類

事業進捗率（福井駅周辺）成果

742.1%

活動

289.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

6.9%

△ 25.0%

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23年度予算額

0

0

0

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

指標

事業効果

の推移

平均伸び率

0.98

区　　　　　　分

0

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

計 画 の 達 成 状 況

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室)　　　　　　福井駅周辺整備 Ｇ

1 □ □ S46 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 41 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

80 80 80 80

80 80 80 80

80 80 80 80

0.06 0.08 0.98 0.98

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部（庁） 都市計画

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 都市計画諸費(市街地再開発協会) 国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

都市計画に関する諸般の調査研究、知識・技術の向上、啓蒙宣伝、予算拡大要望、連絡調整等の諸事業を実施している都市計画推進団体に加入することにより、職員の研鑽、情報の収集等を行い施策の推
進を図る。
(社)全国市街地再開発協会(S46年度～　80千円)

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

[事業目的]

都市計画の推進、都市計画事業の整備促進等を図るために組織された都市計画推進団体に対して必要な経費を負担し、施策推進を図る。

含まれる事業数
事 業
区 分

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 80

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 80 0.0%

決 算 額 の 推 移 80 0.0%

事業効果 指標

活動

の推移 成果 事業進捗率（福井駅周辺） 0.98

指標

 〕　／　整備目標

289.6% 累計「事業費ベース」（％） Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

評価に基

づく今後

の 対 応

□

全国情報や動向を早期に入手することにより、県内における再開発業務の推進を図る。

予　算　額　（単位：千円） 80

□ 整理統合 □

見　直　し　額

一　般　財　源 80

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 終期の見直し

千　円

廃　　止 □ そ の 他

 協会から得られた情報や調査研究の結果を、市街地再開発業務に活かすとともに、市町へも情報
提供を行っている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □

拡　　充 □ 縮　　減

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 G

1 □ ■ S28 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 59 年 □

１９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

380 507 704 459

380 482 730 459

213 400 688 279

2 2 5 2

0 0 3 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ □ □

法定受託事務

所　　属 土木 部 都市計画 都市環境・公園

事 業
区 分

国　庫 実行予算

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

事      業      名 屋外広告物審議会運営経費 含まれる事業数

その他 そ の 他

事務区分
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

　福井県屋外広告物審議会の開催
　　委　　員　　１２名
　　任　　期　　２年
　　審議事項　　福井県屋外広告物条例における禁止地域や許可基準の設定・変更等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 461 9.5%

31.2%

目標値、指標の積算根拠等

[事業目的]

　学識経験者、屋外広告業者、商工団体の代表者等から構成される福井県屋外広告物審議会（附属機関）において、美観風致の維持と公衆に対する危害防止を目的とした福井県屋外広告物条例や屋外広告
物に関する重要事項を調査審議し、屋外広告物の適正な表示および屋外広告物を掲出する物件の適正な設置・維持を図る。

審議会開催件数 3 35.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 461 10.4%

決 算 額 の 推 移 347

Ⅰ

事業効果 指標

活動

の推移 成果 条例・施行規則の改正件数 3

指標

 〕　／　整備目標

△ 25.0% Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

予　算　額　（単位：千円） 461 H13年度　委員数を12名に見直し

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

終期の見直し□

一　般　財　源 461

[事業の評価]

千　円

所属の

方　針 廃　　止整理統合

休　　止

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
　屋外広告物の規制強化やふるさと福井景観広告賞の作品審査などに当たり、今後も屋外広告物審
議会を活用する。

そ の 他

見　直　し　額

縮　　減

□ 完　　了

拡　　充 □
　舞鶴若狭自動車道の未供用区間と勝山市景観計画で良好な景観形成が必要な路線を屋外広告物条
例の禁止地域に指定することについて、審議会に諮問した上で実現することができた。また、ふる
さと福井景観広告賞の現地調査を含む審査を行い、受賞作品を選出した。 ■ 継　　続 □

□

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課　　　　　　都市計画・支援 Ｇ

1 □ ■ S44 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 43 年 □

 1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

3,854 3,692 3,699 3,326

3,780 3,675 3,675 3,308

3,780 3,675 3,675 3,308

2,933 11,871 19,644 12,792

6 1 2 2

71 71 71 71

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ □ □ そ の 他廃　　止整理統合

3,150

単年度（特別用途地区、特定用途制限地域の決定・変更含む）（22年度：福井市・越前市）

□拡　　充

休　　止

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
　基礎調査は法定調査として位置づけられており、22年度より地方交付税措置（県人口×8円）に
算入された。都市の動きを把握し今後の動向を見定めながら行う用途地域をはじめとする地域地区
等の決定、変更の基礎資料となることから、今後も継続して調査を実施していく。 見　直　し　額

当 初 予 算 額 の 推 移 3,269 △ 4.0%

△ 8.3%

■

　土地利用動向の変化を的確に把握することにより、市町都市計画マスタープランなどの都市計画
の方針に反映させるとともに、準都市計画区域の指定や、地域の実情を踏まえた用途地域や特別用
途地区、特定用途制限地域等の具体の都市計画の機動的・弾力的な決定・変更につなげることがで
きた。

所属の

方　針

法定受託事務

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平均伸び率２３年度

[予算額および指標の推移等]

結果分類目標値、指標の積算根拠等

事務区分
事業終了
予定年度

3,150

[事業目的]

経過年数

その他

県　単
事　業
開　始
年　度

事      業      名

補 助 金

そ の 他

国　庫含まれる事業数都市計画基礎調査

土木 都市計画部

実行予算

Ⅱ5.3%

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

平成23年度には、嶺北北部（福井市・あわら市）・敦賀都市計画区域について調査を実施する。
平成24年度には、嶺北北部都市計画区域の残り（坂井市・永平寺町）について調査を実施する。

［活動指標、成果指標に対する評価］

Ⅱ

「累計策定数（23年度現在：12）／都市計画区域を有する市町村数（14）」（％）

事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

86

1

△ 4.4%

決 算 額 の 推 移

終期の見直し

成果

評価に基

づく今後

の 対 応

□□

千　円

Ⅰ19,853

都市計画法第6条の規定に基づき調査を実施することにより、各都市計画区域の都市化の動向や市街地の現状を概ね5年毎に把握し、近年の宅地開発や建築活動による市街地拡大傾向等を反映した精度の高
い都市計画を策定するための基礎資料を得る。

97.6%

・人口・産業現況調査
　　統計資料を基に調査集計し、都市計画の基本となる地域のフレーム等について、現状分析を行う。
・土地利用現況調査
　　調査区域内の土地を住宅地、商業地、工業地、公共用地、未利用地等に分類した土地利用状況の現地調査を行い、土地利用現況図等を作成する。
・各都市計画区域の調査をおおむね5年サイクルで実施
　　福井（旧福井市足羽川以北用途地域部分）、福井（甑谷・在田地区、旧清水町）（平成19年度）
　　→福井（旧福井市用途地域　足羽川以南）・織田・美浜・高浜都市計画区域、小浜市、南越前町、おおい町、高浜町（都市計画区域外）（平成20年度）
　　→丹南（越前市、越前町）・勝山（平成21年度）
　　→丹南（鯖江市）・大野（平成22年度）
　　→嶺北北部（福井市・あわら市）・敦賀（平成23年度）

［事業内容］

△ 4.4%

調査面積(ｈa)

（単位：千円）

区　　　　　　分

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

一般会計

企業会計
会計区分 特別会計

□ 縮　　減

3,150

継　　続 完　　了

[事業の評価]

その他特定財源財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

一　般　財　源

平成23年度予算額

国　　　　　庫

3,150

区　　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

市町マスタープラン策定率指標

の推移 用途見直し箇所

指標事業効果

活動

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 G

1 □ ■ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

388

388

210

86

9

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□ □ □

完　　了

終期の見直し

□

□

廃　　止 そ の 他

見　直　し　額 千　円

縮　　減
　 応募８６件の中から、景観と調和に優れた屋外広告物９件を表彰し、パネル展やホームページ
で公表した。

■ 継　　続 □ 休　　止

国　　　　　庫

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
　引き続き、良好な景観の創出に寄与している広告物を表彰し、公表することにより、景観に配慮
する意識のさらなる醸成を図る。

整理統合

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

その他特定財源

[事業の評価]

一　般　財　源 350

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 350 22年度は、初年度ということで、当初計画より2作品多く選定。23年度は当初計画どお
り、7作品選定しており結果分類にそぐわない。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

Ⅳ△ 22.2%

活動

指標

5.8%

の推移 成果 受賞作品数 7

Ⅰ

事業効果 指標

△ 9.8%

決 算 額 の 推 移 173 △ 17.6%

目標値、指標の積算根拠等

応募作品数 91

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 350 △ 9.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 350

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

法定受託事務

[事業目的]

　県内で良好な景観の創出に貢献している屋外広告物を表彰・公表することで、屋外広告物業者や広告主はもとより県民の景観に配慮する意識を醸成し、良好な景観の創出を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

　良好な景観の創出に貢献している屋外広告物を自薦・他薦を問わず広く募集し、優れた作品を表彰。受賞作品はパネル展や福井県のホームページなどを利用して積極的に広報する。

　　　７月～９月　　　作品の募集
　　　　　１０月　　　応募作品の審査
　　　　　１２月　　　表彰式
　　　　　　１月以降　受賞作品のパネル展

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 ふるさと福井景観広告賞 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

都市企画・環境所　　属 土木 部 都市計画

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 都市計画・支援 Ｇ・Ｔ

2 □ ■ H10 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 14 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

0 27 27 27

27 27 27 27

27 27 27 27

36 0 70 0

132 132 160 155

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部（庁） 都市計画

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 被災宅地危険度判定士養成事業 国　庫 実行予算

その他 そ の 他

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

・被災宅地危険度判定士の養成（50千円）
　　登録目標人数（１００名）を維持していくため、判定士の新規登録や登録更新のために必要な講習会を開催する（登録有効期間は5年）。
・被災宅地危険度判定連絡協議会負担金（27千円）
　　危険度判定手法の研究や都道府県間の相互支援体制の整備等を行う協議会（全国組織）に加入し、事業の促進を図る。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

[事業目的]

　大地震等により宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合に、被災宅地危険度判定士を活用して宅地の危険度を迅速かつ的確に判定するため、被災宅地危険度判定体制の整備を図る。

含まれる事業数
事 業
区 分

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 77

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

講習受講者数 57 △ 50.0%

46.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 77 46.3%

決 算 額 の 推 移 58 28.7%

Ⅳ

事業効果 指標

活動

の推移 成果 累計県内登録者数

指標

 〕　／　整備目標

6.0% 「（累計県内登録者数／目標100名）×100」（％） Ⅱ

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　県内の必要判定士数を維持するため、今後とも講習会を開催し、判定士の新規・更新の登録を
行っていくとともに、運用体制について、さらに整備を進めていく。

予　算　額　（単位：千円） 77 負担金は平成19年度に１割減額。
判定士の養成に関しては、平成14年度に養成目標（登録者数100名）を達成し、
以後は、登録更新の状況をみながら、講習会を開催。なお、開催に当たっては、
県建設技術公社の協力などを得て、効率的、効果的な講習会となるように心がけ
ている。現在の登録者数は155名。

□ 整理統合 □

見　直　し　額

一　般　財　源 77

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 終期の見直し

千　円

廃　　止 □ そ の 他

　養成目標（登録者100名）を平成14年度に達成し、以後、目標を上回る登録者数が維持されてい
る。

■ 継　　続 □ 休　　止 □

拡　　充 □ 縮　　減

－６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 福井駅周辺整備 Ｇ

1 □ □ S60 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H28 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 27 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

2,000 1,600 1,440 1,050

1,800 1,500 1,200 1,050

1,800 1,500 1,200 1,050

10 17 7 9

258 339 263 333

87.7 87.8 87.8 87.8

73.8 75.9 76.4 77.5

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 140 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
負担金を140千円縮減する。

　事業費確保や早期完成に向け、関係機関への要望活動、情報収集等を行っている。２３年度はＡ
ＯＳＳＡにおける連立事業のパネル展示により事業の周知を図るとともに、駅周辺のクリーンアッ
プ運動や駅前広場へのプランター設置等、イメージアップを図った。 □ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 ■ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　今後、えちぜん鉄道の高架化事業や駅前広場の整備等が本格化していくため、事業の円滑な推進
に向け地域住民の一層の理解と協力が得られるよう、事業計画内容を広く広報するなど、必要な活
動を効率化を図りながら実施していく。 見　直　し　額

一　般　財　源 900

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 900 ・負担金の見直し
　　2,800千円　→　2,500千円（14年度）　　 1,440千円　→　1,050千円（22年度）
　　2,500千円　→　2,250千円（18年度）　　 1,050千円　→　　940千円（23年度）
　　2,250千円　→　2,000千円（19年度）
　　2,000千円　→　1,600千円（20年度）
　　1,600千円　→　1,440千円（21年度）

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

0.0% （事業費ベース：％） Ⅱ

指標 駅周辺区画事業進捗率 1.6% （事業費ベース：％） Ⅱ

の推移 成果 連立事業進捗率

単年度 Ⅰ

事業効果 指標 説明会等参加人数 11.9% 単年度 Ⅰ

活動 陳情、説明会等実施回数 13.3%

△ 16.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 900 △ 15.9%

決 算 額 の 推 移 900 △ 15.9%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

　福井駅付近連続立体交差事業や福井駅周辺土地区画整理事業の早期完成を期するため、関係機関等への要望・陳情活動を実施する。また、地元住民等を対象とした説明会や広報宣伝等を実施することに
より、事業内容を広く周知する。（事務局：福井市）

　要望・陳情　約２回／年
　地元住民に対する説明会
　福井駅周辺の植栽などのイメージアップ活動
　その他、広報宣伝活動等目的を達成するため必要な活動

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 940

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

[事業目的]

　福井市とともに福井駅周辺整備鉄道高架化事業促進期成同盟会を結成し、相互に協力しながら、地元住民をはじめ関係機関の理解を得ることにより、事業の円滑な推進を図る。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な県土 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井駅周辺整備広報活動費

県土に活気の高速交通時代 その他 そ の 他

所　　属 土木 部 都市計画

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 福井駅周辺整備 Ｇ

1 □ □ S48 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H30 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 39 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

136,182 195,332 5,000 53,400

222,882 195,332 11,666 105,867

136,278 201,716 66,390 39,103

7,007.8 6,995.0 7,000.2 7001.4

73.8 75.9 76.4 77.5

64.3 65.0 65.3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　県費補助を導入することにより、事業の円滑な推進に寄与している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

拡　　充 □ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　現在補助対象となっている福井駅周辺土地区画整理事業については、県都にふさわしい活力ある
都市拠点の形成を図るため、県と市が一体となって整備を推進していく必要がある。

見　直　し　額

一　般　財　源 24,833

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） 24,833 　これまでに補助対象となった地区は、東部第五地区(S47～S57)、今立南部地区
　(S53～S62)福井駅周辺地区(H3～)の3地区のみである。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

1.6% 「事業費ベース」（％） Ⅱ

指標 都市計画道路整備率 未発表 0.8% 「（改良済み都市計画街路延長／都市計画街路延長）×100」（％） Ⅱ

の推移 成果 区画整理事業進捗率(福井駅周辺地区)

累計 Ⅱ

事業効果 指標

活動 区画整理事業面積　(ha) △ 0.0%

215.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 24,833 156.2%

決 算 額 の 推 移 △ 20.1%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

市町が施行する土地区画整理事業に対し、基本事業費に対する県道整備相当額のウエイトが大きい場合、その１／６以内の範囲で助成を行う。また、県都の玄関口であり公共交通の結節点として整備され
る福井駅西口広場拡張部分については、特に公共公益性が高いことからその１／４以内の範囲にて助成を行うことにより事業の円滑な推進を図る。

現在の補助対象
福井駅周辺土地区画整理事業（福井市：約１６．６ha、総事業費４５６億円、事業期間Ｈ３年度～Ｈ３０年度）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 24,833

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

[事業目的]

市町が施行する土地区画整理事業に対し、県道整備相当額の一部を補助することにより、良好な都市基盤の形成を推進する。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な県土 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 公共団体区画整理事業

県土に活気の高速交通時代 その他 そ の 他

所　　属 土木 部 都市計画

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 課内　２ Ｇ

2 □ □ S22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 65 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

525 511 492 372

497 492 402 372

497 492 402 372

5 5 4 3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

そのほかの団体については、全国的な動向の情報収集、調査研究の成果などを積極的に活用し
職員の資質向上に努めたい。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合

縮　　減 □ 終期の見直し

□ そ の 他

完　　了継　　続 □ 休　　止 □

□ 廃　　止

国　　　　　庫

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □
都市計画に関する専門的な知識や全国的動向等の情報収集、職員の資質向上等が図られている。

■

その他特定財源

[事業の評価]

一　般　財　源 327

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 327 加入団体の見直し
　    7団体→5団体（平成15年）
　　 5団体→4団体（平成21年）
　　 4団体→3団体（平成22年）
      3団体→2団体（平成23年）

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

活動

指標

△ 19.6%

の推移 成果

Ⅰ

事業効果 指標

△ 9.7%

決 算 額 の 推 移 327 △ 9.7%

目標値、指標の積算根拠等

加入団体数 2

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 327 △ 10.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 327

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

法定受託事務

[事業目的]

都市計画の推進、都市計画事業の整備促進等を図るために組織された都市計画推進団体に対して必要な経費を負担し、施策の推進を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

事業計画に関する調査研究、知識・技術の向上、啓蒙宣伝、連絡調整等の諸事業を実施している都市計画推進団体に加入することにより、職員の研鑽、情報の収集等を行い施策の推進を図る。

平成23年度現在加入団体　2団体
①（財）都市計画協会（S22年度～266千円、都市環境・公園G）  ②（社）街づくり区画整理協会（S48年度～　61千円、都市計画・支援G）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 都市計画諸費（団体負担金） 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部（庁） 都市計画
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 都市環境・公園 Ｇ

1 □ □ S42 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 45 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

120 110 110 110

110 110 110 110

110 110 110 110

4 4 4 4

87 62 60 52

1 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後も全国レベルの情報の収集を行い、県民のニーズに合った都市公園事業を行っていくととも
に、関係機関に対し、積極的に情報提供を行っていく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合

縮　　減 □ 終期の見直し

□ そ の 他

完　　了継　　続 □ 休　　止 □

□ 廃　　止

国　　　　　庫

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □
　都市公園面積が拡大し、目標公園面積達成率が上昇するなど、都市公園事業の向上が図られてい
る。また、既存都市公園について、適切な維持、管理、運用に同団体の情報が活用されている。

■

その他特定財源

[事業の評価]

一　般　財　源 110

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 110 平成１５年度に都市緑化技術開発機構負担金については廃止した。
平成１８年度から専門家を招き県内で遊具の安全講習会を実施している。
平成１９年度に負担金が減額された。

　（社）日本公園緑地協会（S４２年より参加）
全都道府県加入

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

Ⅱ△ 25.0% 県内遊具事故発生件数

Ⅳ

活動

指標

0.0%

の推移 成果 遊具事故件数（件） 1

Ⅱ

事業効果 指標 講習・研修会参加人数（人） 69

0.0%

決 算 額 の 推 移 110 0.0%

△ 3.1% 県および市町職員等が参加

目標値、指標の積算根拠等

講習・研修会開催数（回） 4

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 110 △ 2.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 110

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

法定受託事務

[事業目的]

　（社）日本公園緑地協会の会員となり、公園、緑地等に関する効率的な事業の推進を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

　都市公園事業推進団体に対し、負担金を支出して事業の促進を図る。
（社）日本公園緑地協会　公園緑地等に関する基本的課題の調査研究、公園緑地事業等の推進（全国大会の開催）、表彰等の実施、講習会の開催等を行う。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 公園諸費（（社）日本公園緑地協会負担金） 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部（庁） 都市計画
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